
行政訴訟検討会ヒアリング時の質問に対する回答

１ 防衛庁が行う行政処分について（以下の３系統に限定）

(1) 部外者に対して、直接処分を行うもの

ア 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）

防衛出動時の物資の保管命令等（１０３条１、２項）

訓練等のための漁船の操業制限（１０５条１項）

漁船の操業制限にかかる損失補償の有無、額の決定通知（１０５条６項）

イ 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律４２号）

開示請求に対する決定通知（９条）

開示決定の期限の延長等の通知（１０条）

ウ 会計法（昭和２２年法律３５号）

指名競争入札に参加する者の資格を定めること（２９条の３を受けて予決令９

５、９６条に規定）

指名競争入札に参加する者の指名（２９条の３を受けて予決令９７条に規定）

エ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施

設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う

土地等の使用等に関する特別措置法（昭和２７年法律第１４０号）

土地等の使用の認定（５条）

土地等の現状に回復しないでの返還（１１条１項）

上記返還の場合の損失の補償（１１条２項）

上記返還の場合の利得の給付（１１条３項）

原状回復及び損失補償等に係る異議申出に対する裁決（１２条２項）

土地収用法の適用（１４条）

・ 障害物の伐除又は土地の試掘等についての許可（収用法１４条１、３項）

・ 使用等の認定告示後における使用等に支障を及ぼすような土地の形質変更

の許可（同２８条の３ １項）

・ 使用等の認定告示後における土地の形質変更等に係る申請の承認（同８９

条２項）

・ 土地若しくは物件の引渡し等の代行等（同１０２条の２ １、２項）

・ 土地等の引渡し等の代行費用の徴収（同１２８条１、３、５項）

・ 異議申立て等に対する決定又は裁決（同１３１条１項）

・ 軽微な違法行為に対する異議申立て等の棄却（１３１条２項）

認定土地等の暫定使用（１５条）

事件の代行裁決（２３条１、３項）



収用委員会が却下裁決を行った事件の裁決（２４条１項）

土地収用法の適用（２５条２項）

・ 土地所有者等に対する出頭等の命令（収用法６５条１項）

土地収用法の適用（２７条１項）

・ 審理に出席する代理人の数の制限（収用法１３６条３項）

オ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施

設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う

国有の財産の管理に関する法律（昭和２７年法律第１１０号）

国有の財産の一時使用等の許可（４条１項）

カ 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基づき日本国ニ

あるアメリカ合衆国の軍隊の水面の使用に伴う漁船の操業制限等に関する法律

（昭和２７年法律第２４３号）

漁船の操業の制限等（１条）

損失補償額等の決定・通知（３条３項）

キ 日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊等の行為による特別損失の補償に関する

法律（昭和２８年法律第２４６号）

損失補償額等の決定・通知（２条３項）

ク 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）

障害防止工事を行う地方公共団体等に対して行う補助（補助金の交付決定・決

定取消・決定内容等の変更など （３条１、２項））

住宅防音工事を行う者に対して行う補助（補助金の交付決定・決定取消・決定

内容等の変更など （４条））

第一種区域（住宅防音工事の助成対象区域）の指定（４条）

第二種区域（移転補償・土地の買い入れ対象区域）の指定（５条１項）

第二種区域内からの移転の先地における公共施設の整備を行う地方公共団体等

に対して行う補助（補助金の交付決定・決定取消・決定内容等の変更など （５）

条３項）

第三種区域（緑地帯等の整備を行う区域）の指定（６条１項）

地方公共団体による国が買い入れた土地の使用（土地の無償使用の許可 （７）

条１、２項）

民生安定施設の整備を行う地方公共団体等に対して行う補助（補助金の交付決

定・決定取消・決定内容等の変更など （８条））

特定防衛施設等の指定（９条）

特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付（交付の決定・決定取消・決定内容等

の変更など （９条２項））

損失補償額等の決定・通知（１４条３項）



ケ 沖縄県の区域内における位置境界不明地域内の各筆の土地の位置境界の明確化

に関する特別措置法（昭和５２年法律第４０号）

位置境界不明地域の指定（２条１項）

土地の位置境界に勧告（１３条２項）

他人の土地への立入り・通知（１５条１、２項）

他人の土地への立入りによる損失の補償（１６条１項）

土地の現状に回復しないでの返還・この場合の損失の補償（２３条１、２項）

コ 沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置に関する法律（平成７年法律

第１０２号）

給付金の支給（支給額の決定・通知 （８条１項））

サ 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）

大規模跡地給付金の支給（支給額の決定・通知 （１０３条１項））

特定跡地給付金の支給（支給額の決定・通知 （１０４条１項））

シ 駐留軍関係離職者等臨時特措法（昭和３３年法律第１５８号）

特別給付金の支給（１５条）

ス 連合国占領軍等の行為等による被害者等に対する給付金の支給に関する法律 昭（

和３６年法律第２１５号）

給付金の支給を受ける権利の認定（４条）

(2) 隊員に対して、権力関係に基づいて行使するもの

ア 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）

自衛隊員の任用、休職、復職、退職、免職、補職及び懲戒処分など（３１条関

係に基づく行為）

自衛隊員の兼業及び離職後の再就職承認（６２、６３条）

イ 自衛隊員倫理法（昭和２９年法律第１６５号）

（ ）防衛施設庁の職員である自衛隊員に対する防衛庁長官による懲戒処分 ２１条

ウ 防衛庁の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号）

正当な理由がなくて所得の届出をしない場合の第１回目の若年退職者給付金 以（

下「給付金」という ）の返納及び爾後の給付金に関する不支給（２７条の６）。

追給による給付の額の決定（２７条の７）

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処された場合における

給付金の返納（２７条の８）



エ 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）

防衛施設庁に所属する一般職の公務員の任用、休職、復職、退職、免職、補職

及び懲戒処分など

(3) その他（ＰＫＯ，テロ特措法等）

ア イラク人道復興支援特別措置法（平成１５年法律第１３７号）に基づく活動

イ テロ対策特別措置法（平成１３年法律第１１３号）に基づく活動

ウ 周辺事態安全確保法（平成１１年法律第６０号）に基づく活動

エ 船舶検査活動法（平成１２年法律第１４５号）に基づく活動

オ 国際平和協力法（平成４年法律第７９号）に基づく活動

カ 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）に基づく活動

キ 国際緊急援助隊の派遣に関する法律（昭和６２年法律第９３号）に基づく活動

２ 行政訴訟検討会における主な検討事項に対する意見

別紙のとおり。



別添

「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 防衛施設庁

ご意見をいただく事 第２－３ 本案判決前における仮の救済の制度の整

項 備

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

執行停止の要件を必要以上に緩和し，暫定的に処分の執行を止めるこ

とができるようにすること，また，内閣総理大臣の異議の制度を廃止す

ることについては，行政が公益実現のために実施する行為を仮に停止す

る以上，停止により守られる法益の性質・執行による侵害の大きさ，仮

の執行の停止を認めなければならない切迫性等の要件が考慮される必要

があり，執行停止が申し立てられたからといって，直ちに執行停止を認

めることには問題がある。

当庁については，

ａ わが国は，在日米軍施設・区域の安定的な使用を確保するため，土

地所有者等との合意の下，賃貸借契約により当該土地等の使用権原を

取得している。しかし，契約に関し土地所有者等の合意が得られない

場合には 「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障，

条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の

地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法

（昭和２７年法律第１４０号 」により使用権原を取得することとし）

ている。

行政事件訴訟法第２５条第２項に基づき，裁判所により法に基づく

処分の効力等が停止され，土地等の使用等の手続きに中断，遅れが生

じた場合には，我が国の条約上の義務の不履行といった重大な問題が

生じるおそれがあると考えられる。

ｂ 「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約に基

づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊の水面の使用に伴う漁船の操

業制限等に関する法律」第１条に基づく漁船の操業制限等を行うに際

し，当該処分につき執行停止に至った場合には，我が国の条約上の義

務の不履行といった重大な問題が生じるおそれがあると考えられる。

等のことから，条約上の義務を的確に履行するという極めて高度の公益

的要請を満たすため，法に基づく手続の履行を確保する手段として内閣

総理大臣の異議申立制度を存続する必要があるものと考える。



「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 防衛施設庁

ご意見をいただく事 第２－６－(1) 原告適格の拡大

項 第２－６－(3) 団体訴訟の導入

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

判例で確立している「法律上の利益」の解釈について，法律の保護範

囲内か否かを検討すれば足りるとする柔軟な解釈に立った場合，法律の

解釈如何によっては，著しく原告の範囲が拡大し，行政機関が多くの数

の訴訟をかかえ込む事態が生じることとなる。

当庁については，基地周辺住民が航空機の飛行差止め等を求める訴訟

等を提起することが考えられるが，原告適格が広く認められることにな

れば個々の処分とは直接関係のない者（団体）にまで広範に行政訴訟の

提起を認めることとなり，基地周辺住民からの訴訟の提起のみならず，

基地周辺住民以外の者（団体）までが行政行為の具体的内容とは直接関

係のない目的のために訴訟を提起する事態が生じ，濫訴を招きかねない

という問題があり，行政事務の円滑な執行という観点からも極めて慎重

に検討すべきである。



「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 防衛庁

防衛施設庁

ご意見をいただく事 第２－５－(5) 出訴期間の延長

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

行政事件訴訟法第１４条の出訴期間の制限の定めについては 「取消，

訴訟の対象である処分又は裁決の効力を長く未確定の状態に置くこと

は，行政上の法律関係の安定を図る見地から適当でないことから」定め

られているものであり，行政処分については、当事者の権利利益に関係

するだけでなく、公共の利益にも大きな関わりをもつものであることか

ら、仮に不当な行政処分であっても、いつまでもこれについて取消訴訟

が提起できる状態とし、処分の効力を不安定としておくことは公共の安

定を損なうおそれがあることから、その見直しに当たっては慎重に検討

すべきである。

本検討会の見直し案について、どう考えるかという御質問に対し、現

時点での意見をあえて申し上げれば、当庁に示された「行政訴訟検討会

における主な検討事項」には、迅速な裁判，早期の行政の法律関係の確

定という要請による現行法の出訴期間の考え方に対するメリット・デメ

、 ，「 」リットを踏まえた具体的な議論が示されず Ａ案については ６ヶ月

とする具体的論拠が不明であること、また、Ｃ案については「３ヶ月の

出訴期間を廃止」する具体的論拠が不明であることから，Ｂ案による見

直しが現実的であると思料する。

いずれにせよ、早期に行政の法律関係を確定させることは行政の効率

的運営及び公共の利益の確保することからも肝要であることから、出訴

期間についての教示を法令で義務付けることを前提としつつ現行の出訴

期間を維持することが適当であると思料する。

なお、御質問のあった自衛隊員に対する、その意に反する降任、休職

若しくは免職又は懲戒処分については、抗告訴訟を提起するに当たり、

前置主義により審査請求又は異議申立てを経ることとされている（防衛

庁においては、防衛人事審議会の中に設置された公正審査分科会におい

て付議）ことから、現実には当該処分後３ヶ月以上の出訴期間が与えら

れている。このことから当該処分については、出訴期間経過により提訴

者の利益が損なわれるとはより考えにくいものと思料する。



「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 防衛施設庁

ご意見をいただく事 第２－１－(2) 行政訴訟の管轄裁判所の拡大

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

わが国は，在日米軍施設・区域の安定的な使用を確保するため，土地

所有者等との合意の下，賃貸借契約により当該土地等の使用権原を取得

することとしている。しかし，契約に関し土地所有者等の合意が得られ

ない場合には 「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保，

障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の

地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法（昭

）」 。和２７年法律第１４０号 により使用権原を取得することとしている

現在、同法に基づく使用権原の取得手続を行っているのは沖縄県に所

在する土地についてのみであり，そのうち使用認定処分についての取消

訴訟が現在那覇地裁に４件係属しているが，全国各地に居住する土地所

有者からそれぞれの地域で取消訴訟が提起された場合には同一処分につ

き全国数カ所の裁判所で審理を行うことともなり，審理の迅速化に影響

があるのみならず行政事務の非効率化を招くことになる。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

原告の利便性と被告（行政側）の効率的な訴訟対応について考慮する

必要がある。また，訴訟手続（例えば移送等）についての検討も併せて

必要になると考える。


